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はじめに 

 

 

我が国では，昭和30 年代から50年代にかけての高度経済成長と急激な人口増加を背景に，

道路・橋梁，上下水道，公営住宅，文化教育施設，福祉施設など多くの公共施設が集中的に

整備されてきました。 

現在，これらの公共施設は老朽化が進み，鉄筋コンクリート造の標準的な耐用年数の目安

とされる 50 年を経過しつつあります。 

今後，厳しい財政状況が続く中で，こうした施設の修繕や更新が集中することにより多額

の費用確保が必要となることから，公共施設の老朽化対策が国・地方を通じての共通の課題

となっています。 

一方，人口減少や少子高齢化の進行，低迷する経済・財政，また東日本大震災以降の防災

意識の高まりなど社会経済状況は大きく変化しており，行政ニーズに応じた適正な公共施設

のあり方について，改めて総合的に見直さなければならない時期を迎えています。 

 

本市においても，人口減少や少子高齢化などの社会経済状況の変化は他都市以上に早く進

行しており，脆弱な財政基盤のなかで度重なる自然災害を経て整備を進めた多くの排水施設

の管理や南海トラフ地震に備えての災害対策などに多くの財政需要も見込まれることから，

変化への的確な対応と中長期的視点に立った持続可能な行財政運営が欠かせない状況となっ

ています。 

公共施設は市民生活や経済活動の基盤であり，行政サービスを提供するための基盤となる

ものであることから，今後もニーズに応じた真に必要な行政サービスを将来にわたり提供し

ていくために，公共施設をコスト意識や経営的視点を持って総合的に管理していくことが必

要であり，その基本となる考え方を整理し，公共施設のマネジメントに係る基本方針を定め

ることとします。 
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１１１１    基本方針策定基本方針策定基本方針策定基本方針策定のののの背景背景背景背景    

 

⑴ 国の動向 

国においては，各種インフラ施設について社会資本整備重点計画法（平成 15 年法律第 20

号）に基づく社会資本整備重点計画を策定し取組の方向性を示しています。 

現在の第３次 社会資本整備重点計画（計画期間：平成２４～２８年度）では「社会資本の

適確な維持管理・更新」を４項目の重点目標の一つに位置づけ（１）社会資本の実態把握と

維持管理・更新費の推計（２）施設の長寿命化によるトータルコストの低減等に取り組むこ

ととされており，地方に対しても施設の長寿命化に関する指針の提示や長寿命化計画に基づ

く事業実施への支援制度を創設するなど，道路・橋梁，上下水道，公園などのインフラ系施

設の長寿命化対策を中心に取組が進められています。 

 

【【【【社会資本整備重点計画社会資本整備重点計画社会資本整備重点計画社会資本整備重点計画におけるにおけるにおけるにおける長寿命化計画長寿命化計画長寿命化計画長寿命化計画のののの策定目標策定目標策定目標策定目標】】】】（国土交通省資料より） 

 

今後に向けては，アベノミクスの一環である日本再興戦略に基づき，インフラ長寿命化基

本計画（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議：平成 25 年 11 月 29 日）が

策定され，狭義の社会資本に限らず、学校施設などの各種建物系公共施設を含めた幅広い施

設を対象として、国や地方公共団体等が一丸となってインフラの戦略的な維持管理・更新等

を推進するための方向性とロードマップが示されています。 

こうした動きを踏まえ，地方自治体に対してインフラ長寿命化基本計画に基づくインフラ

長寿命化計画（行動計画）と一体の計画として策定する「公共施設等総合管理計画」の策定

を要請することとされています。 
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【【【【インフラインフラインフラインフラ長寿命化長寿命化長寿命化長寿命化にににに向向向向けたけたけたけた計画計画計画計画のののの体系体系体系体系（（（（イメージイメージイメージイメージ）】）】）】）】    

（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議資料より） 

 

 

 

 

⑵ 他都市の状況 

   公共施設の老朽化や維持管理，更新等に係る課題は，全国の地方自治体に共通するもので

あり，既に多くの自治体が，適切で持続可能な公共施設の管理運営の実現に向けて，取り組

み始めています。 

そこで，中核市等 49 市（※１）を対象に，平成 25 年９月に実施した公共施設マネジメント

に関するアンケート調査によると，回答のあった 40 市のうち，21 市（52.5％）が，公共施

設のマネジメントに係る基本方針や白書を策定済で，５市（12.5％）が策定中との回答であ

り，合わせて 26 市（65％）が，マネジメントに係る取組を開始しています。 

しかし，基本計画や保全計画等の策定済もしくは策定中との回答は，７市（17.5％）とな

っています。 

このように，地方自治体の多くが，公共施設の実態把握の段階であり，具体的な対策の実

施については，これからの取組となっていると推察されます。 

 

   ※１ 高知市を除く中核市 41 市及び中核市移行を目指している市６市，徳島市，熊本市の計 49 市。 
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⑶ 基本方針の根拠と位置づけ 

      本市の最上位計画である「2011 高知市総合計画」において，施策の大綱「自立の環」の政

策として「持続可能で自立した行財政の基盤づくり」が掲げられ，その施策「効率的で信頼

される行政運営」を推進するために，事務事業の執行についてのマネジメントを的確に実施

する取組方針が示されています。 

      また，「2011 高知市総合計画」の推進を下支えするものとして，平成 24 年５月に策定され

た「高知市行政改革大綱」では，行政改革の基軸の「簡素・効率化の追求」や「財政基盤の

強化」に，その基本方策として「組織の簡素・効率化」，「コスト意識の徹底」，「評価と改善

の推進」，「公有財産の有効活用」が掲げられ，経費の最小化やコスト管理の徹底，社会情勢

や市民ニーズの変化等に則した政策の選択と集中，政策から事務事業までを総合的かつ継続

的に検証，評価，改善する新たな仕組みの構築などにより行政運営の簡素化及び効率化を図

るとしています。 

   これらの政策や施策，基本方策を具体的な取組に繋げていくための指針として，この基本

方針を位置づけます。 

 

 

2011201120112011 高知市総合計画高知市総合計画高知市総合計画高知市総合計画    

施策の大綱 政   策 施   策 

自立の環 
持続可能で自立した

行財政の基盤づくり 

効率的で信頼される

行政運営 

                       

                       推進を下支え 

                       

高知市行政改革大綱高知市行政改革大綱高知市行政改革大綱高知市行政改革大綱    

行政改革の基軸 基 本 方 策 

簡素・効率化の追求 

組織の簡素・効率化 

コスト意識の徹底 

評価と改善の推進 

財政基盤の強化 公有財産の有効活用 

                       

                       具体的な取組の指針 

                       

高知市公共施設高知市公共施設高知市公共施設高知市公共施設マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント基本方針基本方針基本方針基本方針    
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２２２２    高知市高知市高知市高知市のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題    

 

⑴  公共施設の現状 

   本市の公共施設は，都市としての発展とともに年々増加を続け，高度経済成長や度重なる

自然災害，国民体育大会の開催，旧鏡村と旧土佐山村，旧春野町との合併など，いくつかの

節目を経て，平成 25 年３月 31 日現在で，土地が約 61,000 筆，建物が約 3,200 棟となって

います。 

   この施設の増加に伴い，運営に必要な経費が増大するとともに，多種多様な施設を所管す

る部局も多岐にわたり，維持管理に係る方法や基準の不統一，施設データの不備などが問題

となっています。 

   また，施設を建築年度別に分類すると，昭和 55（1980）年からの５年間と平成 12（2000）

年からの５年間を頂点とする二つの山型が形成されており，これらに集中する大量の施設が，

老朽化による建て替えや設備更新の時期を迎えようとしていることから，それに必要となる

費用の確保が，財政面での大きな課題となっています。 

 

【表１】公有財産台帳登載数（平成 25 年３月 31 日現在，企業会計分は含まず） 

土   地 建   物 

６１，２２８筆 ３，２１６棟 

 

 

  【表２】インフラ系の施設の概要（平成 25 年３月 31 日現在） 

施   設 概            要 

上水道 浄水場２施設，配水管等総延長約 1,450km 

下水道 下水処理場３施設，ポンプ場 27 施設，管路延長 992km 

道路・橋梁 道路総面積 986 万㎡，総延長 1,955km 

一般橋梁 1,536 橋，重要橋梁（橋長 15ｍ以上）204 橋 

排水機場 河川排水 42 機場，耕地排水 28 機場 

公園 都市計画公園 705 箇所，総面積約 262ha 

 

 

【表３】建物の延床面積別分類（平成 25 年３月 31 日現在，企業会計及び下水道会計分は含まず） 

区     分 棟     数 延床面積（㎡） 

1,000 ㎡以上 ３２６ 10.1％ 911,034.32 70.5％ 

500 ㎡以上 1,000 ㎡未満 ２４９ 7.8％ 180,393.46 14.0％ 

300 ㎡以上 500 ㎡未満 １４５ 4.5％ 55,649.56 4.3％ 

100 ㎡以上 300 ㎡未満 ４６１ 14.3％ 77,973.84 6.0％ 

100 ㎡未満 ２，０３５ 63.3％ 66,860.23 5.2％ 

合     計 ３，２１６ 100％ 1,291,911.41 100％ 
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【表４】建物面積内訳（平成 25 年３月 31 日現在，延床面積 300 ㎡以上，企業会計及び下水道会計分は含まず） 

 

 

【表５】建築年度別延床面積（平成 25 年３月 31 日現在，延床面積 300 ㎡以上，企業会計及び下水道会計分は含まず） 
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⑵  少子高齢化の進行 

   高知県では，全国に先駆けて高齢化が進行しており，本市もその例外ではなく，平成 24

（2012）年 10 月１日現在の高齢化率が 24.4％（※２）に達し，全国の 24.1％（※３）を上回っ

ています。 

   その一方で，出生数は減少傾向にあり，平成 17（2005）年以降，出生数が死亡数を下回る

状況が続いています。 

   この少子高齢化の進行は，若年層の減少と高齢層の増加という人口構成の変化をもたらし，

それに伴う公共施設に対する市民ニーズの変化への対応が課題となります。 

   また，転出が転入を上回る社会動態の状況もあり，高知市では平成 17（2005）年から人口

減少に転じていることから，施設利用者の増減など，公共施設に係る需要の変化と，その結

果としての供給の過不足が生じることが予想されます。 

 

   ※２ 総人口 341,949 人，65 歳以上人口 83,022 人（住民基本台帳） 

   ※３ 平成 25 年版高齢社会白書（内閣府） 

 

【表６】人口及び世帯数推移（高知市人口統計，平成 24 年 10 月１日現在） 
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【表７】人口推計 
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 ⑶ 南海トラフ地震対策 

南海トラフにおける巨大地震の発生が想定されるなか，防災拠点や避難所など，重要な役

割を担うこととなる公共施設について，倒壊防止や被害軽減などの対策が求められており，

古い耐震基準により建設された施設の耐震化や津波による浸水への対応が，緊急の課題とな

っています。 

 

【表８】耐震化推進状況（平成 26 年３月現在の棟数，かっこ内は長期浸水域内）（※４） 

分 類 区 分 

S56.5.31 以前の建築 S56.6.1

以降の

建築 

計 耐震性

あり 

耐震性なし 
未診断 

改修済 未改修 

社会福祉施設（保育園，老人

福祉施設等） 

９（２） 17 

（５） 

26 

（７） ３ ５ １  

幼稚園  １ 

（０） 

１ 

（０）     

小学校 107（44） 38 

（17） 

145 

（61） ８ 61 38  

中学校 50（22） 37 

（16） 

87 

（38） ５ 27 18  

高等学校 ６（０） ２ 

（０） 

８ 

（０）  ５ １  

庁舎等（清掃工場，クリーン

センター等） 

８（３） ６ 

（４） 

14 

（７） １  ６ １ 

公民館等（ふれあいセンター，

市民会館，児童館等） 

26（５） 41 

（10） 

67 

（15）  ３  23 

体育館  ５ 

（０） 

５ 

（０）     

診療施設  ２ 

（０） 

２ 

（０）     

消防署所（消防署，出張所，

分団屯所等） 

14（10） 35 

（13） 

49 

（23）  １  13 

公営住宅等 284（160） 472 

（268） 

756 

（428） 284    

その他（健康福祉センター，

文化施設，ポンプ場等） 

34（15） 79 

（36） 

113 

（51）  ３ 11 20 

合    計 
538（261） 735 

（369） 

1,273 

（630） 301 105 75 57 

＊耐震化率 89.6％（301＋105＋735／1,273）＊改修済率 44.3％（105／105＋75＋57） 

※４ 「平成 25 年度防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査（平成 25 年３月 31 日現在の非木造，２階以上

または延床面積 200 ㎡超の公共施設等を対象。）」を基に作成。公営住宅等は別途調査。 
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 ⑷ 環境対策 

   近年，環境への負荷や公害，地球環境の保全など，環境問題が重要視され，本市において

も平成９年に「高知市環境基本条例」を制定し，その対策に取り組んでいます。 

そこで，公共施設についても，その建設から廃止までの段階に応じた環境負荷軽減の対策

が求められます。 

 

【表９】環境対策に係る取組事例 

取        組 概        要 

「高知市新エネルギービジョン」の策定 ・平成 25 年３月策定 

・公共施設における新エネルギー等（※

５）導入の促進を目的 

「第３次高知市環境保全率先実行計画」の策定 ・平成 24 年３月策定 

・電気や自動車燃料の使用量削減等，

温室効果ガス（※６）の排出削減や省

エネルギーの促進を目的 

「特定事業者」の指定（※７） ・平成 22 年 10 月１日指定 

・エネルギー使用の原単位（※８）の年

平均１％以上の改善義務 

 

※５ 本ビジョンにおいては，太陽光発電，太陽熱利用，バイオマス発電，バイオマス熱利用，中小水力発電を対象。 

   ※６ 地球温暖化の主な原因とされている温室効果をもたらす気体のことで，本計画においては，二酸化炭素やメタン，

一酸化二窒素，ハイドロフルオロカーボンを対象。  

   ※７ エネルギーの使用の合理化に関する法律第７条の規定に基づき，経済産業大臣が指定。 

※８ エネルギー使用量を，延床面積や処理水量等のエネルギーの使用量と密接な関係を持つ値で除したもの。 
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⑸ 財政状況 

   本市の財政状況（普通会計（※９）決算）は，毎年度 1,400 億円前後で推移しています。 

歳入面では，自主財源の柱である市税収入が，もともと税収基盤が脆弱であるのに加え，

近い将来，南海トラフ地震の発生が想定され，地価の下落による減少傾向にあります。 

歳出面では，義務的経費のうち扶助費（生活保護費等の社会保障関係費）と公債費（過去

に発行した起債の償還費）の歳出に占める割合が他都市に比べ非常に高く，財政の硬直化を

招いており，今後も少子・高齢化が進展することに伴いこの傾向は続くものと考えられます。 

さらには，南海トラフ地震対策として学校，保育園等公共施設の耐震化や津波避難路，避

難施設の早急な整備が求められています。 

 

  ※９ 一般会計と特別会計のうち公営事業会計以外の会計を統合して，一つの会計としてまとめたもの。 

 

  【表 10】普通会計決算額の推移 
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３３３３    基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方    

 

⑴  マネジメントの必要性 

   本市の現状と課題からすると，現在の公共施設の規模やサービスを長期的に維持していく

ことは容易ではなく，需要構造の変化に対応し，全体最適化を図ることが必要です。 

   つまり，公共施設に係る課題の解決に向けて，個別の施設単位，部局単位で取り組むので

はなく，全庁的，総合的な取組として，保有する公共施設を重要な経営資源として捉え，施

設の運営や利用の状況，老朽化の状況，運営コスト等を調査分析し，様々なニーズや人口動

態等を踏まえた最適な保有量の検討，適切な維持管理や有効活用の実践，ライフサイクルコ

スト（※10）の最小化，それらの効果の検証を定期的に行うなど，総合的な視点により効果的

かつ効率的な管理運営を推進していくことが求められます。 

   そこで，公共施設の管理運営に「公共施設マネジメント（※11）」を導入し，【【【【安全安心安全安心安全安心安全安心でででで将将将将

来来来来にわたりにわたりにわたりにわたり持続可能持続可能持続可能持続可能なななな公共施設公共施設公共施設公共施設サービスのサービスのサービスのサービスの提供提供提供提供】】】】の実現に取り組みます。 

 

※10 Life Cycle Cost（LCC）。施設の計画，設計から建設，維持管理，解体撤去，廃棄に至る過程で必要となる費用の

総額。 

※11 公共施設のマネジメントについては，先進的に取り組んでいる各都市において，「ストックマネジメント」や「アセ

ットマネジメント」，「ファシリティマネジメント」等の用語が使われておりますが，その意味するところが微妙に異

なっており，マネジメントに係る統一的な解釈や定義が未だ確立されていない状況であるため，本市においては，で

きるだけ判りやすい簡明な用語が適当であると考え，「公共施設マネジメント」を使用します。 

 

【用語の定義例】 

○ ストックマネジメント 

「既存の施設」（ストック）を有効に活用し，長寿命化を図る体系的な手法。公共施設の適切かつ効率的

な機能の発揮のために，深刻な機能低下を招く前に定期的な機能診断に基づく機能保全対策を実施し，既存

施設の有効活用や長寿命化を図り，ライフサイクルコストを低減するための技術体系及び管理手法の総称。 

○ アセットマネジメント 

施設を「資産」（アセット）として効率的，効果的に管理運営する手法。公共施設の維持，更新費用の削 

減や平準化のみならず，統廃合等の最適調整，省エネや耐震化等の社会的課題や需要構造の変化への対応， 

安全性や利便性等のサービス水準の確保等，公共施設全体の効用の最大化と最適化を目指していく総合的 

かつ戦略的な管理手法。 

○ ファシリティマネジメント 

「施設とその環境」（ファシリティ）を総合的に企画，管理，活用する経営活動。施設の管理において当面 

の維持保全の視点だけにとどまらず，その内部環境や立地する近隣地域から地球環境にいたる外部環境まで

を総合的に企画，管理，活用し，最小の経費で最大の効果を目指す経営活動。 
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 ⑵ 対象施設 

本市が保有する全ての公共施設をマネジメントの対象とし，国の動向等にも留意し，マネ

ジメントを推進していくこととします。 

      ただし，上水道や下水道の企業会計の施設及び道路，橋梁，排水機場，公園，公営住宅な

どのインフラ系の施設については，国の助成制度の創設や指針等の公表を踏まえ，既に長寿

命化計画の策定等の取組が進んでいることから，今後もこれらの取組は継続させたうえで，

総合的なマネジメントを目指す全体計画の策定を並行して進め，既存計画は個別の行動計画

と位置付けた上で，連携・総合調整を図っていくこととします。 

 

【表 11】公共施設の長寿命化等に係る国の指針等と高知市の取組状況 

施 設 指針等 高知市の取組状況 

上水道 

○水道事業におけるアセットマネジメント 

         (資産管理）に関する手引き 

 （平成 21 年 7 月，厚生労働省） 

○高知市水道事業アセットマネジメント推

進計画（平成 25 年 10 月） 

下水道 

 

○下水道事業におけるストック 

マネジメントの基本的な考え方（案） 

 （平成 20 年３月，下水道事業における 

      ストックマネジメント検討委員会） 

○下水道長寿命化支援制度に関する 

手引き（案） 

 （平成 20 年 4 月，国土交通省） 

○下水道施設のアセットマネジメント手法 

に関する手引き（案） 

 （平成 23 年 9 月，国土交通省） 

○ストックマネジメント手法を踏まえた 

下水道長寿命化計画策定に関する 

手引き（案）  

（平成 25 年 9 月，国土交通省） 

○下水道処理場長寿命化計画 

  （３処理場／平成 22～24 年度策定， 

   平成 24 年度～工事施工） 

○ポンプ場長寿命化計画 

  （平成 20～計画策定， 

   平成 21 年度～工事施工） 

 

公園 
○公園施設長寿命化計画策定指針(案) 

 （平成２４年４月，国土交通省） 

○公園施設長寿命化計画 

 （平成 24 年度第 1 期 27 公園） 

 （平成 25 年度第 2 期 34 公園策定中） 

道路・ 

橋梁 

（○自治体管理・道路橋の長寿命化 

修繕計画策定マニュアル（案） 

H19 年 3 月 19 日版） 

※平成 26 年度には橋梁，トンネルの 

総点検義務付けの動きあり 

○長寿命化計画 

 （平成 25 年度 

重要橋梁 202 橋策定完了予定） 

学校 
○学校施設の長寿命化改修の手引 

 （平成 26 年 1 月 8 日，文部科学省） 
  

公営 

住宅 

○公営住宅等長寿命化計画策定指針 

 （H21 年 3 月，国土交通省） 

○高知市公営住宅及び改良住宅ストック 

      総合活用計画（平成 21 年度） 

○高知市公営住宅等長寿命化計画 

（平成 22 年度） 

○市営住宅再編計画 

（平成 25 年度策定中） 
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◎ 対象施設のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インフラインフラインフラインフラ系施設系施設系施設系施設    

道路・橋梁、上・下水道、

河川水路，港湾、公園・

緑地等 

建物系施設建物系施設建物系施設建物系施設    

学校，公営住宅，文化体

育施設，社会教育施設，

社会福祉施設等 

○施設の縮小・廃止は困

難な例が多く，保全管

理の適正化，長寿命化

等によるＬＣＣ低減

の取組が主体となる 

○国の指針等に基づき

既に施設の長寿命化

計画策定～修繕等に

取り組んでおり，継続

して推進する 

○ＬＣＣ低減の取組に加

えて，ニーズ変化に応じ

た施設機能の見直し，再

編成，統廃合を含めた施

設のあり方の検討が必

要となる 

○長期修繕計画，施設再編

計画の策定に順次取り

組む 

 

公共施設公共施設公共施設公共施設    

 

連携 

総合調整 
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 ⑶ 基本方針 

公共施設に係る課題に対応し，「安全安心で将来にわたり持続可能な公共施設サービスの 

提供」という目的を実現するための方向性として，【【【【管理管理管理管理のののの最適化最適化最適化最適化】】】】と【【【【機能機能機能機能のののの最適化最適化最適化最適化】】】】，【【【【総総総総

量量量量のののの最適化最適化最適化最適化】】】】の３項目をマネジメントの目標として掲げます。 

 また，目標の達成に向けて，総合的かつ体系的に取り組むため，次に掲げる７項目をマネ

ジメントの取組方針とします。 

 

①①①① 市民市民市民市民ニーズやニーズやニーズやニーズや時代時代時代時代にににに適合適合適合適合するようするようするようするよう施設施設施設施設のののの質質質質のののの向上向上向上向上（（（（※※※※12121212））））をををを図図図図りますりますりますります。。。。    

 

②②②② 市民市民市民市民やややや団体団体団体団体，，，，民間企業等民間企業等民間企業等民間企業等とのとのとのとの協働協働協働協働やややや連携連携連携連携（（（（※※※※13131313））））をををを推進推進推進推進しますしますしますします。。。。    

 

③③③③ 災害災害災害災害にににに備備備備えるえるえるえる機能機能機能機能やややや配置配置配置配置をををを確保確保確保確保しますしますしますします。。。。    

 

④④④④ 機能見直機能見直機能見直機能見直しやしやしやしや複合化複合化複合化複合化，，，，再編成再編成再編成再編成，，，，統廃合統廃合統廃合統廃合によるによるによるによる配置配置配置配置やややや規模規模規模規模のののの適正化適正化適正化適正化をををを図図図図りますりますりますります。。。。    

 

⑤⑤⑤⑤ 施設情報施設情報施設情報施設情報のののの一元一元一元一元管理管理管理管理・・・・共有化共有化共有化共有化によるによるによるによる施設管理施設管理施設管理施設管理のののの標準化標準化標準化標準化をををを図図図図りますりますりますります。。。。    

 

⑥⑥⑥⑥ 計画的計画的計画的計画的なななな施設施設施設施設のののの保全保全保全保全やややや更新更新更新更新，，，，長寿命化等長寿命化等長寿命化等長寿命化等によりによりによりにより，，，，財政負担財政負担財政負担財政負担のののの軽減軽減軽減軽減とととと平準化平準化平準化平準化をををを図図図図りますりますりますります。。。。    

 

⑦⑦⑦⑦ 圏域圏域圏域圏域のののの中核都市中核都市中核都市中核都市としてとしてとしてとして，，，，近隣自治体近隣自治体近隣自治体近隣自治体やややや県県県県とのとのとのとの広域連携広域連携広域連携広域連携（（（（※※※※14141414））））をををを推進推進推進推進しますしますしますします。。。。    

 

   ※12 耐震化やバリアフリー化等の安全対策，省エネ化や新エネルギー導入等の環境負荷の軽減等。 

   ※13 管理の担い手の多様化や民間施設の活用，PFI や PPP 等の民間活力の導入等。 

PFI：Private Finance Initiative の略称。民間の能力や資金を活用し，効率的かつ効果的に公共サービスを提

供する手法。 

PPP：Public Private Partnership の略称。 公共サービスに市場メカニズムを導入することを旨に，民間委託

や民営化などの方策を通じて公共サービスの効率化を図ること。 

   ※14 施設の相互利用や共同設置等。 
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  ◎ 基本方針の概念図 

 

課課課課                題題題題    

施設の老朽化による維持管理経費の増大 

少子高齢化による人口減少や人口構造の変化 

南海トラフ地震への対応 

環境負荷の軽減 

減少傾向の歳入と硬直化する歳出 

 

             

             

公共施設公共施設公共施設公共施設マネジメントのマネジメントのマネジメントのマネジメントの導入導入導入導入    

             

 

             

 

目目目目        的的的的    安全安心で将来にわたり持続可能な公共施設サービスの提供 

          

           目的実現のための方向性 

           

 

 

 

          

           目標達成に向けた総合的かつ体系的な取組 

          

取組方針取組方針取組方針取組方針    

市民ニーズや時代に適合するよう施設の質の向上 

市民や団体，民間企業等との協働や連携の推進 

災害に備える機能や配置を確保 

機能見直しや複合化，再編成，統廃合による配置や規模の適正化 

施設情報の一元管理・共有化による施設管理の標準化 

計画的な施設の保全や更新，長寿命化等による財政負担の軽減と平準化 

圏域の中核都市としての近隣自治体や県との広域連携の推進 
 

目目目目        標標標標    

管理の最適化 

機能の最適化 

総量の最適化 
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４４４４    マネジメントのマネジメントのマネジメントのマネジメントの推進推進推進推進    

 

⑴ 推進に係る課題 

① 推進体制の構築 

ア 庁内横断組織の設置 

     全庁的な事項の検討や部局間の連絡，調整等を行う，マネジメントを包括的に推進す

る庁内横断的な組織の設置。 

 

イ 統括組織の設置 

     施設所管課と財政，建築等の関係各課間の連絡，調整等を行う，マネジメントを統括

する組織の設置。 

 

   ウ 実働組織の配置 

     個別の課題に機動的，効果的に対応するプロジェクトチームやワーキンググループ等，

担当職員により構成される実働組織の配置。 

 

 

  ② 職員研修の実施 

   ア 認識の共有 

     公共施設の現状や課題，先進都市の事例等，マネジメントに係る認識の共有を図るこ

とを目的とする研修の実施。 

 

   イ 適切な管理の実現 

     施設管理の実務に係る知識や技術，手法等，適切な管理の実現を図ることを目的とす

る研修の実施。 

 

項    目 摘            要 

認識の共有 ・公共施設の現状や課題 

・先進都市の事例 

・マネジメントの意義など 

適切な管理の実現 ・日常管理の手法（台帳や図面類の整備，定期点検等） 

・維持修繕の技術など 
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  ③ 計画的保全の実施 

    限られた予算を適切に配分し，効果的かつ効率的に公共施設を維持していくため，必要

性や緊急性等の総合的な評価と，それに基づく優先順位による計画的な保全の実施。 

 

項    目 摘            要 

施設点検の推進 ・研修に基づく適切な管理の実践 

・共通マニュアルの作成 

評価の実施 ・評価基準の策定 

・評価実施の仕組みの構築 

 

 

  ④ 公共施設白書の作成 

    公共施設の現状（数量，経年分布，利用状況，管理運営コストなど）や財政状況，人口

動態などを分析し，課題を整理した白書の作成。 

 

項    目 摘            要 

基礎データの収集分析 ・施設台帳 

・施設利用状況 

・管理運営経費（使用料収入，光熱水費，修繕費等） 

・財政状況，人口動態など 

施設現況の調査 ・調査票配付回収 

・管理担当者ヒアリング 

・実地調査など 

課題の整理 ・目標や取組方針に沿った課題整理 

・課題解決に向けた方策の検討など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公共施設の情報収集例】（参考：倉敷市公共施設白書） 

維持管理費 土地情報 保有面積
修繕費 保有状況
工事費 老朽化状況
管理委託費 耐震性
人件費 設置目的
使用料収入 利用者数・利用件数
事務人件費 利用者属性
事業費 稼働率
事業委託費 運営形態
物件費 運営日数

建設にかかる費用 減価償却費 運営体制

建物情報

利用状況

運営状況

施設にかかる費用

コスト（経費）に関する情報 ストック（資産）に関する情報

事業運営にかかる
　　　　　収入・費用
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 ⑤ 計画の策定 

ア 基本計画の策定 

白書により整理された公共施設に係る課題について，市民の意向を踏まえた課題解決

策や将来的な方向性を検討し，最適な公共施設のあり方を実現するための取組事項や目

標などを定める基本計画の策定。 

 

項    目 摘            要 

市民意向調査 ・施設利用に関する意向 

・コスト負担に関する意向など 

取組事項や目標の検討 ・公共施設全体に係る事項 

・施設分類別や施設別に係る事項 

 

イ 実施計画の策定 

基本計画に定められた目標や取組事項等を具体化する施設分類別や施設別の実施計画

の策定。 

 

項    目 摘            要 

施設分類別の計画 ・再編計画など 

施設別の計画 ・長寿命化計画 

・施設保全計画など 

 

◎ 計画関連図 
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  ⑥ 計画実施状況の評価 

    ＰＤＣＡサイクル（※15）の導入による計画の実施状況の検証と，その結果に基づく計画 

の見直し等，計画の実施状況の評価に係る手法の確立。 

 

※15 Plan（計画），Do（実行），Check（評価），Action（改善）の４段階を繰り返し，継続的に業務などを改善して

いく手法。 

 

 

⑦ 合意の形成 

    計画の策定や実施の過程におけるパブリックコメント（※16）や説明会の実施等による市 

  民や議会等との合意の形成。 

 

※16 市民意見提出制度。基本的な政策の策定にあたって，事前に内容を公表し，市民の意見や提言等を広く聞き，そ

れを考慮して意志決定する制度。 
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⑵ 推進手順 

  マネジメントを総合的かつ体系的に推進するため，段階的に取組を進めます。 

 

準備段階準備段階準備段階準備段階    

（（（（H25H25H25H25 年度年度年度年度））））    

総体的総体的総体的総体的なななな現状認識現状認識現状認識現状認識のののの共共共共有有有有とととと推進推進推進推進のののの意志決定意志決定意志決定意志決定    
計画等の 

策定･実施 

 公共施設マネジメントの取組を進めるにあたり，総体的な現状評

価と課題抽出に基づき，取組の必要性と今後の基本方針を整理

し，認識の共有と推進の意志決定を行う。 

◆具体的取組 公共施設マネジメント基本方針策定 

            公有財産システム整備 

 

第第第第１１１１段階段階段階段階    

（（（（H26H26H26H26 年度年度年度年度））））    

公共施設公共施設公共施設公共施設のののの実態把握実態把握実態把握実態把握とととと課題抽出課題抽出課題抽出課題抽出，，，，施設評価施設評価施設評価施設評価のののの標準化標準化標準化標準化     

 各公共施設の基本情報や保全情報，維持管理に係るコスト，利

用状況等の運営に係る情報を収集し，マネジメントの基礎資料とな

るデータの一元化と現状分析，課題抽出を行う。 

 併せて，各施設の比較評価を可能とし，施設の保全や更新等の

優先順位の判断材料とするための施設評価の標準化を行う。 

 ◆具体的取組 職員研修の実施（第２段階以降継続） 

公共施設白書の作成 

公共施設データベースの整備 

◆検討課題   計画的保全の仕組みづくり 

市民や議会等との情報共有 

公共施設情報システムの構築 

第第第第２２２２段階段階段階段階    

（（（（H27H27H27H27 年度年度年度年度））））    

基本計画基本計画基本計画基本計画のののの策定策定策定策定     

  公共施設の実態把握と課題抽出を踏まえ，全庁的・総合的な公

共施設マネジメントの取組内容と推進体制等を整理し，基本計画を

策定する。 

◆具体的取組 基本計画の策定 

◆検討課題  市民や議会等との合意形成 

第第第第３３３３段階段階段階段階    

(H28(H28(H28(H28 年度年度年度年度～～～～))))    

実施計画実施計画実施計画実施計画のののの策定策定策定策定～～～～実施実施実施実施     

 施設分類単位または個別施設単位の具体的な取組内容と実施

年次を定めた実施計画を各所管で策定し，既存長寿命化計画等

を含めた体系的な計画推進に取り組む。 

 ◆具体的取組 施設保全計画，長寿命化計画，再編計画等の策定 

 ◆検討課題   市民や議会等との連携や協働 

第第第第４４４４段階段階段階段階    

((((H29H29H29H29 年度年度年度年度～～～～))))    

実施状況実施状況実施状況実施状況のフォローアップとのフォローアップとのフォローアップとのフォローアップと評価評価評価評価     

 実施計画の進捗管理と評価を行い，必要に応じて基本計画や実

施計画にフィードバックする。 
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